
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[122,863円]
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ラスパイレス指数 [92.1]

類似団体内順位

[ 17/64 ]

全国市平均

97.9

全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

75.0

101.3

82.0

95.1

92.1

定員管理の適正度
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [17.9%]
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人口1人当たり地方債現在高[429,084円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）
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類似団体平均

松島町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
■財政力指数・・・０．４９
　類似団体平均を下回っているが、税の徴収強化取組み（H１４から実施）により８８．８％（１．３％増）の徴収率の成果と
なった。平成１８年度は固定資産税評価替えした影響で固定資産・都市計画税の減少（△７３，１２３）となったが一部製
造関連企業の拡大による法人町民税の増収が期待できることと、町税滞納額の圧縮を含んだ税の徴収強化を引続き維
持する。
■経常収支比率・・・８３．６％
　類似団体平均及び全国市町村・県市町村平均より下回っているが、福祉系扶助費（２５％増）、公債費償還額（３．７％
増）、特別会計繰出金（４．１％増）は年々伸びている。また人件費（△１．９％）、物件費（△１１．１％）は抑制している。
※（　）は前年度比
■人口１人当たり人件費・物件費等決算額・・・１２２，８６３円／人
　各平均を上回っている要因は主に人件費であるが平成１７年度凍上災害復旧事業においての人件費支弁額が一時的
に増加したことも含む。年々抑制に努めているが直営で施設運営している状況を見直し、民間でも実施可能な部分につ
いては指定管理者制度の活用で委託化を進める。併せて新規採用職員数を抑制し全体職員数の減（△９人）による人

件費の削減（△１．９）などコスト低減を図る。

■ラスパイレス指数・・・９２．１
　平成１７年度から実施している改革集中プランに基づく給与の適正化によって類似団体、全国市・全国町村平均の各水
準より下回っている。今後も職務、職責に応じた給与の適正化を維持する。
■人口１人当たり地方債現在高・・・４２９，０８４円／人
　全国市町村・宮城県市町村平均を下回っている。償還に専念し社会資本整備事業は投資する前に事業計画と後年度負
担を見極めながら新規地方債の発行を抑制するように努める。
■実質公債費比率・・・１７．９％
　全国市町村・県市町村平均及び類似団体平均を上回っている主な要因は下水道特別会計事業の地方債元利償還金へ
の一般会計からの繰出算入金が大きく占めている。平成１９年度から実施される公的資金免除繰上償還を行い、後年度
の繰出金を抑えることで実質公債費比率の減を図る。
■人口１，０００人当たりの職員数・・・８．９７人
　職員の定員適正化は改革集中プランに基づき実施しているが、施設職員数の超過によって類似団体、全国市町村・県市

町村平均より上回っている結果となっている。

　


